品川区人事行政の運営等の状況
Ⅰ　職員の任免および職員数に関する状況

　１　採用選考の状況


    品川区職員の採用は、品川区が独自に実施する採用選考と特別区人事委員会が実施する採用試験（選考）により行っています。
　　　平成30年度における品川区実施の採用選考については、以下のとおり実施しました。

· 他の職種については特別区人事委員会で実施（特別区人事委員会の業務状況を参照）

（１）受験資格等

	職種（職務名）
	採用区分
	国籍要件
	年齢
	資格・免許

	学芸研究
	Ⅰ類
	無
	40歳未満
	大学を卒業し、学芸員の資格を有するもの

	栄養士
	Ⅰ類
	無
	30歳未満
	管理栄養士の免許を有するもの

	福祉（保育士・児童指導）
	Ⅱ類
	無
	38歳未満
	保育士の資格を有し、保育士登録をしているもの

	看護師
	Ⅱ類
	無
	45歳未満
	看護師の免許を有するもの

	技能Ⅵ
	－
	無
	35歳未満
	当該業務に必要な能力を有するもの


（２）実施日程
	職種（職務名）
	告示
	第1次選考

（筆記）
	第2次選考

（実技）
	第2次選考

（面接）
	最終合格発表

	学芸研究
	平成30年12月1日
	平成31年
１月20日
	－
	平成31年2月11日
	平成31年

2月28日

	栄養士
	平成30年12月1日
	平成31年
１月20日
	－
	平成31年2月10日
	平成31年

2月28日

	福祉（保育士・児童指導）
	平成30年7月１日
	平成30年
8月26日
	平成30年9月14,18,19,21,25,28日

平成30年10月
3,4日
	平成30年9月20,22,25,26日

平成30年10月8,9,10日
	平成30年10月31日

	看護師
	平成30年12月1日
	平成31年
１月20日
	－
	平成31年2月9日
	平成31年

2月28日

	技能Ⅵ
	平成30年12月1日
	平成31年
１月20日
	－
	平成31年2月17日
	平成31年

2月28日


（３）実施状況

	職種（職務名）
	採用予定者数
	申込者数
	受験者数
	受験率
	合格者数
	倍率

（倍）

	学芸研究
	若干名
	72人
	61人
	84.7％
	2人
	30.5倍

	栄養士
	若干名
	58人
	35人
	60.3％
	2人
	17.5倍

	福祉（保育士・

児童指導）
	50名程度
	184人
	147人
	79.9％
	60人
	2.5倍

	看護師
	若干名
	7人
	5人
	71.4％
	3人
	1.7倍

	技能Ⅵ
	若干名
	61人
	47人
	77.0％
	6人
	7.8倍


	職種（職務名）
	ﾌﾙﾀｲﾑ勤務

（週38.75時間）
	週23.25時間

勤務
	週24時間

勤務
	週28時間

勤務
	週31時間

勤務

	事務（一般事務）
	17
	24
	30
	2
	13

	社会教育（社会教育）
	1
	－
	1
	－
	－

	福祉（福祉）
	4
	—
	2
	2
	4

	福祉（保育士）
	9
	7
	9
	－
	5

	福祉（児童指導）
	13
	－
	3
	4
	－

	心理（心理）
	－
	－
	1
	－
	2

	土木造園（土木技術）
	2
	－
	7
	－
	1

	土木造園（造園技術）
	－
	－
	1
	－
	－

	建築（建築技術）
	－
	1
	2
	－
	－

	機械（機械技術）
	－
	1
	－
	－
	－

	電気（電気技術）
	1
	1
	－
	1
	－

	衛生監視（保健衛生監視）
	1
	－
	－
	－
	1

	検査技術（検査技術）
	－
	1
	－
	－
	－

	栄養士（栄養士）
	－
	1
	－
	－
	－

	保健師（保健師）
	1
	－
	－
	－
	－

	看護師（看護師）
	－
	1
	－
	－
	－

	技能Ⅱ（電話交換）
	1
	－
	－
	－
	－

	技能Ⅲ（用務）
	9
	1
	5
	1
	25

	技能Ⅲ（作業Ⅱ）
	5
	－
	－
	1
	3

	技能Ⅴ（自動車運転Ⅱ）
	1
	－
	－
	－
	—

	技能Ⅵ（作業Ⅲ）
	6
	－
	－
	－
	13


	計
	71
	38
	61
	11
	67


２　再任用の状況

平成31年4月1日現在の勤務時間別任用者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）
　３　人事交流の状況

　　　平成30年度における東京都および特別区間人事交流については、以下のとおり実施しました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）
	職種（職務名）
	転出者数

（30.4.1～31.3.31）
	転入者数

（31.4.1）

	一般交流
	事務（一般事務）
	2
	1

	
	福祉（保育士）
	2
	1

	
	土木造園（土木技術）
	-
	1

	幹部交流
	事務（一般事務）
	4
	4


４　昇任選考の状況

　　　平成30年度における昇任選考については、以下のとおり実施しました。

（１）主任職昇任選考

　①受験資格および選考方法
	区分
	受験資格
	選考方法

	種別A
	別表１の職種に該当する１級職の者で、平成３１年３月末日現在、別表２の資格の基礎となる採用区分における種別Ａに掲げる１級職の在職年数および年齢の要件を満たすもの
	人事評価、択一式問題、
作文

	種別B
	別表１の職種に該当する１級職の者で、平成３１年３月末日現在、別表２の資格の基礎となる採用区分における種別Ｂに掲げる１級職の在職年数および年齢の要件を満たすもの
	人事評価、作文

	種別C
	別表１の職種に該当する１級職の者で、平成３１年３月末日現在、別表２の資格の基礎となる採用区分における種別Ｃに掲げる１級職の在職年数および年齢の要件を満たすもの
	選考申込書、人事評価


【別表１】
	（事務系）事務、社会教育　　（福祉系）福祉、心理　　（一般技術系）土木造園、建築、機械、
電気、衛生監視、学芸研究　　（医療技術系）診療放射線、歯科衛生、検査技術、栄養士、
保健師、看護師

	


【別表２】
	           　 選考種別

資格の基礎
となる採用区分
	種別Ａ
	種別Ｂ
	種別Ｃ

	
	１級職
在職年数
	年齢
	１級職
在職年数
	年齢
	１級職
在職年数
	年齢

	本　則
	Ⅰ類
	５年以上
	41歳
未満
	10年以上
20年未満
	50歳
未満
	20年以上
	53歳
未満

	
	Ⅱ類
	短大３卒
	６年以上
	
	11年以上
21年未満
	
	21年以上
	

	
	
	短大２卒
	７年以上
	
	12年以上
22年未満
	
	22年以上
	

	
	Ⅲ類
	高等学校卒業後１年間の養成施設等を修了した者
	８年以上
	
	13年以上
23年未満
	
	23年以上
	

	
	
	その他
	９年以上
	
	14年以上
24年未満
	
	24年以上
	

	
	 経験者〈１級職〉
	３年以上
	
	10年以上
20年未満
	
	20年以上
	

	特　例
	Ⅰ類
	　
	５年以上
10年未満
	41歳以上
50歳未満
	５年以上
20年未満
	50歳以上
53歳未満

	
	Ⅱ類
	短大３卒
	
	６年以上
11年未満
	
	６年以上
21年未満
	

	
	
	短大２卒
	
	７年以上
12年未満
	
	７年以上
22年未満
	

	
	Ⅲ類
	高等学校卒業後１年間の養成施設等を修了した者
	
	８年以上
13年未満
	
	８年以上
23年未満
	

	
	
	その他
	
	９年以上
14年未満
	
	９年以上
24年未満
	

	
	 経験者〈１級職〉
	
	５年以上
10年未満
	
	５年以上
20年未満
	


②選考実施状況
	区分
	有資格者数
A
	受験者数
B
	受験率
C＝B/A
	合格者数
D
	合格率
D/B

	種別A
	332人
	198人
	59.6%
	63人
	31.8%

	種別B
	82人
	32人
	39.0%
	14人
	43.8%

	種別C
	88人
	9人
	10.2%
	2人
	22.2%


（２）係長職昇任能力実証
　①受験資格および選考方法
	区分
	受験資格
	選考方法

	種別Ａ
	(ｱ)　別表に掲げる職種の者で、平成31年３月31日現在主任の職にあり、その在職期間が５年以上で、年齢58歳未満のもの

(ｲ)　経験者〈主任Ⅰ〉の区分で合格し、別表に掲げる職種の者で、平成31年３月31日現在主任の職にあり、その在職期間が４年以上で、年齢58歳未満のもの

(ｳ)　経験者〈主任Ⅱ〉の区分で合格し、別表に掲げる職種の者で、平成31年３月31日現在主任の職にあり、その在職期間が２年以上で、年齢58歳未満のもの
	人事評価

	種別Ｂ
	(ｱ)　別表に掲げる職種の者で、平成31年３月31日現在主任の職にあり、その在職期間が７年以上で、年齢50歳以上58歳未満のもの

(ｲ)　経験者〈主任Ⅰ〉の区分で採用され、別表に掲げる職種の者で、平成31年３月31日現在主任の職にあり、その在職期間が６年以上で、年齢50歳以上58歳未満のもの

(ｳ)　経験者〈主任Ⅱ〉の区分で採用され、別表に掲げる職種の者で、平成31年３月31日現在主任の職にあり、その在職期間が４年以上で、年齢50歳以上58歳未満のもの
	人事評価


【別表】
	（事務系）事務、社会教育　　（福祉系）福祉、心理　　（一般技術系）土木造園、建築、機械、
電気、衛生監視　　（医療技術系）診療放射線、歯科衛生、検査技術、栄養士、保健師、看護師

	


②選考実施状況
	区分
	有資格者数
A
	合格者数

B
	合格率
B/A

	種別Ａ
	282人
	42人
	14.9%

	種別Ｂ
	125人
	10人
	8%


（３）総括係長職昇任能力実証
　①受験資格および選考方法
	受験資格
	選考方法

	別表の職種の職務に従事する者で、平成31年3月末日現在、係長、担当主査またはこれに相当する職に7年以上在職し、年齢58歳未満のもの
	事評価



【別表】
	（事務系）事務、社会教育　　（福祉系）福祉、心理　　（技術系）土木造園、建築、機械、電気、衛生監視、診療放射線、歯科衛生、検査技術、栄養士、保健師、看護師

	


②選考実施状況
	有資格者数
A
	合格者数
B
	合格率
B/A

	102人
	14人
	13.7%


（４）管理職選考

　①受験資格および選考方法
　　　　「特別区事委員会の業務状況」を参照。
②選考実施状況（品川区該当者分）
	
	有資格者数
A
	申込者数

B
	受験者数
C
	受験率
C/B
	合格者数
D
	合格率
D/C

	Ⅰ類
	493人
	21人
	17人
	81.0%
	6人
	35.3%

	Ⅱ類
	56人
	2人
	1人
	50%
	0人
	0%

	合計
	549人
	23人
	18人
	78.3%
	6人
	33.3%


（５）技能主任職昇任選考
　①受験資格および選考方法
	受験資格
	選考方法

	別表の職種の職務に従事する者で、平成31年3月末日現在、1級職に16年以上在職し、58歳未満のもの

（経過措置）

平成30年３月31日現在、１級職に任用されており、行政職給料表（二）２級以上が適用されている者については、平成30年度から平成32年度までの間、受験資格における年齢要件の上限部分を60歳未満とする。
	作文、面接、人事評価


【別表】
	（技能系）技能Ⅰ、技能Ⅱ、技能Ⅲ、技能Ⅴ、技能Ⅵ、業務


②選考実施状況
	有資格者数
A
	受験者数
B
	受験率
C＝B/A
	合格者数
D
	合格率
D/B

	37人
	4人
	10.8%
	2人
	50.0%


（６）技能長職昇任選考
　①受験資格および選考方法
	受験資格
	選考方法

	別表の職種の職務に従事する者で、平成31年3月末日現在、技能主任職に4年以上在職し、年齢58歳未満のもの

（経過措置）

平成30年3月31日現在、２級職に任用されており、行政職給料表（二）３級が適用されている者については、平成30年度から平成32年度までの間、受験資格における年齢要件の上限部分を60歳未満とする。
	論文、面接、人事評価


【別表】

	（技能系）技能Ⅰ、技能Ⅱ、技能Ⅲ、技能Ⅴ、技能Ⅵ、業務


　②選考実施状況
	有資格者数
A
	受験者数
B
	受験率
C＝B/A
	合格者数
D
	合格率
D/B

	116人
	29人
	25.0%
	6人
	20.6%


（７）主任教諭昇任選考

　①受験資格および選考方法

	受験資格
	選考方法

	平成31年3月末日現在、教職経験9年以上、区立幼稚園教職経験3年以上で、31歳以上60歳未満のもの
	人事評価、職務レポート


②選考実施状況
	有資格者数
A
	受験者数
B
	受験率
C＝B/A
	合格者数
D
	合格率
D/B

	2人
	1人
	50%
	1人
	100.0%


（８）副園長昇任選考

　①受験資格および選考方法

	受験資格
	選考方法

	平成31年3月末日現在、区立幼稚園教職経験7年以上、区立幼稚園主任教諭経験３年以上で、35歳以上56歳未満のもの
	筆記考査、面接、
人事評価


②選考実施状況
	有資格者数
A
	受験者数
B
	受験率
C＝B/A
	合格者数
D
	合格率
D/B

	8人
	3人
	37.5%
	2人
	66.7%


５　職員数に関する状況

　　　　平成31年4月1日現在の職員数に関する状況については、以下のとおりです。

　　　　職員数は、一般職に属する職員のうち、特別区人事・厚生事務組合などへの派遣職員、再任用短時間勤務職員を除く数字です。

（１）組織別職員数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）

	
	職員数

	企画部
	81

	総務部
	176

	地域振興部
	217

	文化スポーツ振興部
	69

	子ども未来部
	1,015

	福祉部
	184

	健康推進部
	219

	都市環境部
	308

	防災まちづくり部
	119

	会計管理室
	12

	教育委員会事務局
	212

	監査委員事務局
	5

	選挙管理委員会事務局
	9

	区議会事務局
	13

	計
	2,639


（２）職層別職員数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）
	性別

職務
	合計
	男
	女

	一般

行政職等
	部長級
	20
	15
	5

	
	課長級
	60
	49
	11

	
	総括係長
	142
	91
	51

	
	係長級・主査
	391
	182
	209

	
	主任
	641
	222
	419

	
	係員
	1,076
	372
	704

	
	統括指導主事
	2
	2
	－

	
	区指導主事
	3
	3
	－

	技能

労務職
	統括技能長
	2
	2
	－

	
	技能長
	26
	26
	－

	
	技能主任
	151
	124
	27

	
	技能１級職
	61
	55
	6

	教育職
	園長
	5
	1
	4

	
	副園長
	2
	1
	1

	
	幼稚園教諭
	30
	1
	29

	
	独自採用教員
	27
	13
	14

	計
	2,639
	1,159
	1,480


（３）職種別職員数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）
	事務系
	福祉系
	一般技術系
	医療技術系
	技能系
	その他
	計

	1,092
	909
	230
	99
	240
	69
	2,639


　　　

※その他・・・幼稚園教育職員、指導主事、独自採用教員
（４）年齢層別職員数

	20歳未満
	20～29歳
	30～39歳
	40～49歳
	50～59歳
	60歳以上
	計
	平均年齢

	5人
	727人
	732人
	432人
	670人
	73人
	2,639人
	39歳10月
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６　職員の退職の状況（平成30年4月1日～平成31年3月31日）　　 　　　（単位：人）
	
	定年退職
	勧奨退職
	普通退職
	死亡退職
	都・他区への交流、他
	計

	区職員
	79
	6
	48
	－
	34
	167

	幼稚園教育職員
	2
	－
	4
	－
	4
	10

	区固有教員
	－
	－
	2
	－
	2
	4

	新指導主事
	－
	－
	－
	－
	4
	4

	計
	81
	6
	54
	－
	44
	185


７　職員の採用と退職の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　（単位：人）
	職種（職務名）
	退職者数（A）
	採用者数（B）
	増　減

	
	30.4.1～31.3.31
	30.4.2～31.3.31
	31.4.1
	（B）－（A）

	事務（一般事務）
	53
	－
	82
	29

	社会教育（社会教育）
	－
	－
	－
	－

	福祉（福祉）
	2
	－
	8
	6

	福祉（保育士）
	35
	－
	42
	7

	福祉（児童指導）
	6
	－
	5
	△1

	心理（心理）
	－
	－
	4
	4

	土木造園（土木技術）
	4
	－
	11
	7

	土木造園（造園技術）
	－
	－
	－
	－

	建築（建築技術）
	2
	－
	6
	4

	機械（機械技術）
	－
	－
	1
	1

	電気（電気技術）
	1
	－
	1
	－

	衛生監視（保健衛生監視）
	－
	－
	2
	2

	衛生監視（食品衛生監視）
	－
	－
	4
	4

	学芸研究
	－
	－
	2
	2

	医師（医師）
	1
	－
	－
	△1

	検査技術（検査技術）
	－
	－
	－
	－

	栄養士（栄養士）
	1
	－
	2
	1

	保健師（保健師）
	4
	－
	3
	△1

	看護師（看護師）
	3
	－
	2
	△1

	小計
	112
	－
	175
	63

	技能Ⅱ（電話交換）
	1
	－
	－
	△1

	技能Ⅲ（用務）
	8
	－
	－
	△8

	技能Ⅲ（作業Ⅱ）
	2
	－
	－
	△2

	技能Ⅴ（自動車運転Ⅱ）
	2
	－
	－
	△2

	技能Ⅵ（作業Ⅲ）
	10
	－
	6
	△4

	小計
	23
	－
	6
	△17

	幼稚園教育職員
	7
	－
	9
	2

	区固有教員
	2
	－
	3
	1

	新指導主事
	3
	－
	3
	－

	小計
	12
	－
	15
	3

	任期付：事務（一般事務）
	16
	7
	12
	3

	任期付：福祉（保育士）
	14
	－
	16
	2

	任期付：福祉（児童指導）
	2
	1
	1
	0

	任期付：歯科衛生（歯科衛生）
	1
	1
	－
	0

	任期付：看護師（看護師）
	－
	－
	1
	1

	任期付：幼稚園教育職員
	3
	－
	3
	0

	任期付：区固有教員
	2
	－
	0
	△2

	小計
	38
	9
	33
	4

	合計
	185
	9
	229
	53


Ⅱ　職員の給与の状況

　１　人件費の状況（平成30年度普通会計決算） 
	住民基本台帳人口
	歳 出 額
	実質収支
	人 件 費
	人件費率
	(参考) 29年度の

	(平成31年3月31日現在)
	［Ａ］
	（黒字額）
	［Ｂ］
	［Ｂ/Ａ×100］
	人件費率

	              
	      千円
	    千円
	      千円
	      　％
	            ％

	396,996
	166,500,037
	5,187,988
	24,827,393
	14.9
	15.3


※人件費とは、一般職員に支給される給与、区長や区議会議員など特別職に支給される給料、報酬、諸手当のほか共済費（社会保険料の事業主負担分）などを含む経費の合計をいいます。

２　職員給与費の状況（平成30年度普通会計決算） 
	職員数
	給　　　　　与　　　　　費　　　　（千円）
	１当たり給与費

	［Ａ］
	給　 料
	職員手当
	 eq \o\ad(期末･勤勉手当,　　　　)
	計［Ｂ］
	      ［Ｂ／Ａ］

	2,678
	8,783,622
	3,602,101
	4,104,146
	16,489,869
	6,158千円


※職員数は、平成30年4月1日現在の数で、再任用短時間勤務職員を含みます。
※職員手当には退職手当を含みません。

　３　職員の平均年齢・平均給料月額・平均給与月額の状況
（平成31年4月1日現在）

	区　分
	 eq \o\ad(平均年齢,　　　　)
	平均給料月額
	平均給与月額

	一般行政職
	39.4　歳
	294,900　円
	435,991　円

	技能労務職
	51.3　歳
	296,700　円
	405,096　円

	教育職
	32.7　歳
	292,100　円
	384,125　円


※給料とは給料表に定める額で、民間の基本給に相当するものです。（職務によって給料表は異なります）

※給与とは給料と職員手当（期末・勤勉手当を除く）の合計をいいます。

　４　職員の初任給の状況（平成31年4月1日現在）
	区　　　　分
	品川区
	国

	
	初任給
	    初任給

	一般

行政職
	Ⅰ類

（大卒程度）
	　　　　

183,700　円
	総合職185,200　円

一般職180,700　円

	
	Ⅲ類

（高卒程度）
	         147,100　円
	148,600　円

	技能労務職
	132,900　円
	－


※初任給・給料額は23区共通です。

※国の総合職・一般職とは国家公務員採用試験区分によるものです。

５　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成31年4月1日現在）
	区　　　　分
	 eq \o\ad(経験年数10年,　　　　　　　)
	 eq \o\ad(経験年数15年,　　　　　　　)
	 eq \o\ad(経験年数20年,　　　　　　　　)

	一般

行政職
	大 学 卒
	270,545　円
	329,615　円
	367,886　円

	
	高 校 卒
	221,050　円
	292,850　円
	331,800　円

	技能労務職
	201,600　円
	-
	298,960　円


 　６　昇給区分の適用状況
	区　分
	一般行政職
	技能労務職
	全職種

	
	令和元年度
	平成30年度
	令和元年度
	平成30年度
	令和元年度
	平成30年度

	職員数［Ⅰ］
	1,401人
	1,360人
	240人
	253人
	2,639人
	2,597人

	昇給区分が
「Ａ」または「Ｂ」の職員数［Ⅱ］
	427人
	406人
	73人
	59人
	772人
	686人

	比率［Ⅱ／Ⅰ］
	30.5％
	29.9％
	30.4％
	23.3％
	29.3％
	26.4％


※18年度から、昇給時期が年1回・4月１日に統一され、また、従来の普通昇給・特別昇給が統合され、勤務成績（「Ａ～Ｅ」の区分）に応じて昇給号数を決定する昇給制度に変更になりました。（「Ａ区分」→７号昇給、「Ｂ区分」→５号昇給、「Ｃ区分」→４号昇給）

※全職種には一般行政職、技能労務職のほか、福祉職などを含みます。

　

　

　

　
７　期末・勤勉手当（平成30年度実績）

民間のボーナスに相当する手当です。
	区　分
	品川区
	国

	1当たり平均支給額
	1,533千円
	―

	支給割合
	期末手当
	2.60月分（1.45月分）
	2.60月分（1.45月分）

	
	勤勉手当
	1.9月分（0.9月分）
	1.85月分（0.9月分）

	職務段階別加算
	あり
	あり


※期末・勤勉手当の支給割合は２３区共通です。

※支給割合は一般職員の割合です。（　）内は再任用職員に係る支給割合です。
　８　退職手当（平成31年4月1日現在）

職員が退職した場合に支給される退職手当は、退職時の給料月額に、勤続年数や退職事由に応じた一定の率を乗じて算出した額となります。

	区分
	品川区
	国

	
	普通退職
	定年等退職
	普通退職
	定年等退職

	支給率
	勤続20年
	18.00月分
	24.55月分
	19.6695月分
	24.586875月分

	
	勤続25年
	28.00月分
	32.95月分
	28.0395月分
	33.27075月分

	
	勤続35年
	39.75月分
	47.70月分
	39.7575月分
	47.709月分

	
	最高限度
	39.75月分
	47.70月分
	47.709月分
	47.709月分

	加算措置
	定年前早期退職特例措置

（2～20％加算）
	定年前早期退職特例措置

（2～45％加算）

	1当たり

平均支給額
	3,123　千円
	19,882 千円
	


※普通退職とは自己都合などによる退職をいい、定年等退職とは定年（原則60歳）または

勇退の勧めなどによる退職をいいます。

※退職手当の１当たり平均支給額は平成30年度退職者の平均額です。

９　地域手当（平成30年度実績）

民間の賃金や物価が特に高い地域に勤務する職員に支給される手当です。    
	支給実績
	1,864,753　千円

	支給職員１当たり平均支給年額
	674,413　円

	支給率
	給料、扶養手当、管理職手当の合計額の20％　

	支給対象職員数
	2,765人


※支給対象職員数は、再任用短時間勤務職員を含みます。
　１０　特殊勤務手当（平成30年度実績）

　著しく危険、不快、不健康そのほか特殊な勤務についたとき支給される手当です。

	支給実績
	 36,683　千円

	支給職員１当たり平均支給年額
	89,473　円

	職員全体に占める手当支給職員の割合
	14.8　％

	手当名
	特定危険現場業務手当、不規則勤務手当、防疫等業務手当、災害時業務手当、清掃業務手当


　１１　時間外勤務手当
正規の時間を超えて勤務した職員に支給される手当です。
	区分
	平成30年度
	平成29年度

	支給実績
	1,181,207千円
	1,169,293千円

	職員1人あたり平均支給年額
	486千円
	446千円


　１２　そのほかの手当（平成30年度実績）
	手当名
	内容
	支給実績
	支給職員1人当たり

平均支給年額

	扶養手当
	扶養親族のある職員に対する手当
	130,509　千円
	  185,119　円

	住居手当
	職員の住居費の一部を補う手当
	105,364　千円
	  172,164　円

	通勤手当
	通勤に要する経費を補助する手当（６ヶ月定期券額を支給）
	288,342　千円
	  123,911　円

	管理職手当
	管理または監督の地位にある職員に対し、その職の特殊性に基づいて支給する手当
	107,925　千円
	1,212,647　円

	初任給調整手当
	採用による欠員補充が困難である専門的知識を有する医師・歯科医師に対し、民間における賃金較差を考慮した手当
	  7,034　千円
	2,344,800　円

	児童手当
	支給要件に該当する児童を養育している職員に対する手当
	 82,000　千円
	 179,431　円

	教職員特別手当
	幼稚園教諭等に対し、支給される手当
	  2,823　千円
	 40,330　円


１３　特別職の報酬などの状況（平成31年4月1日現在）

特別職の給料・議員の報酬月額などの支給状況です。

	区分
	給料
	地域手当
	通勤手当
	報酬
	期末手当
	退職手当

	区　長
	1,147,000円
	給料月額

×12％
	６ヶ月定期券額を支給
	－
	　6月期　1.64月分

12月期　1.64月分

　3月期　0.25月分

計　　3.53月分


	給料×在職年×4.8（在任期間ごと）

	副区長
	921,000円
	
	
	
	
	給料×在職年×3.4（在任期間ごと）

	議　長
	－
	－
	－
	923,000円
	
	－

	副議長
	
	
	
	789,000円
	
	

	議　員
	
	
	
	606,000円
	
	


※合格者を対象に「総括係長職昇任時研修」を実施する。
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